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要旨：粗骨材を使用せず代わりに鋼繊維補強材を混入した高強度繊維補強モルタルを開発す

るため各種強度試験，クリープ・乾燥収縮試験，促進中性化試験，凍結融解試験および塩分

拡散係数試験を実施した。その結果，本モルタルの設計基準強度は 120MPa 程度まで可能で

あり，通常の PC 構造物に使用する普通コンクリートに比べ耐久性も高いことが確認された。 
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1. はじめに 

 近年，設計基準強度が 100MPa を超える高強度

コンクリートが実用化されている。高強度コン

クリートにおいて粗骨材は流動性の低下，強度

のばらつき，および強度の頭打ち現象の原因と

なることがあり，高強度になるほど粗骨材を厳

選する必要がある。そこで，粗骨材を使用せず，

代わりに鋼繊維補強材を混入したモルタル(以降，

高強度繊維補強モルタル)を開発することとした
1)，2)，3)，4)。高強度繊維補強モルタルは，粗骨材

を使用しないため，砕砂を使用すれば，骨材を

それほど厳選することなく，優れた流動性，自

己充填性および高強度が得られる。また，鋼繊

維補強材を添加していることから収縮ひび割れ

の抑制および高強度コンクリート特有の脆性的

な破壊形態の改善が可能となる。 

 本モルタルは低桁高のプレストレストコンク

リート(以降，PC)橋や塔状構造物に適用されたが
5)，6)，7)，本モルタルを PC 構造物に適用するには

各種強度，クリープおよび乾燥収縮に関する特

性を把握する必要があった。また，本モルタル

の高い耐久性を実構造物の設計に反映するには，

中性化，凍結融解および塩分拡散係数などに対

する特性も確認する必要があった。そこで，高

強度繊維補強モルタルの各種強度試験，クリー

プ・乾燥収縮試験，促進中性化試験，凍結融解

試験および塩分拡散係数試験を行った。 

2. 試験概要 

2.1 使用材料 

 高強度繊維補強モルタルの使用材料，示方配

合，練混ぜ方法および養生方法をそれぞれ，表

－1，表－2，図－1および図－2に示す。示方配

合の水準は，水セメント比および鋼繊維補強材

の混入率が強度特性に及ぼす影響を確認できる

よう設定した。 

表－1 使用材料 
材 料 記号 摘 要 

セメント C シリカフュームセメント，密度 3.08g/cm3

水 W 上水道水 

鋼繊維補強材 SF 引張強度 2000MPa 以上 
長さ 13mm，径 0.16mm，密度 7.85g/cm3

細骨材 S 砕砂(東根市産)，表乾密度 2.57g/cm3，吸

水率 2.59%，最大寸法 5mm，ｱﾙ骨無害

高性能減水剤 SP ポリカルボン酸系 

表－2 示方配合 
単位量(kg/m3) 

配合
No.

W/C
(%)

Air
(%)

SF 
混入率
(vol.%)

ｽﾗﾝﾌﾟ 
ﾌﾛｰ

(mm) W C S SF
SP/C
(%)

1 17 2.0 0.0 750 210 1235 948 0 3.0
2 17 2.0 0.5 750 210 1235 948 40 3.0
3 17 2.0 1.0 750 210 1235 948 79 3.0
4 17 2.0 2.0 580 210 1235 948 157 3.0
5 16 2.0 0.0 － 210 1313 904 0 3.0
6 20 2.0 0.0 － 200 1000 1186 0 3.0
7 23 2.0 0.0 － 200 870 1293 0 3.0

 
 W 投入  SF 投入  
 ↓  ↓  

空練り

C＋S
60 秒

→ 
1 次練混ぜ 
W＋C＋S 

180 秒 
→ 

2 次練混ぜ 
W＋C＋S＋SF

180 秒 
 *強制練りミキサ(水平 2軸形またはパン形)を使用 

図－1 練混ぜ方法 

*1 (株)ピーエス三菱 技術本部土木技術第一部 (正会員) 

*2 (株)ピーエス三菱 技術本部土木技術第一部 グループリーダー (正会員) 

*3 (株)ピーエス三菱 技術本部土木技術第一部長 (正会員) 

コンクリート工学年次論文集，Vol.29，No.2，2007

-133-



2.2 各種強度試験 

 強度試験として，圧縮強度試験，静弾性係数

試験，割裂引張強度試験および曲げ強度試験を

行った。試験方法は表－3のとおりとした。 

2.3 クリープ試験 

 クリープ試験は JIS 原案：コンクリートの圧縮

クリープ試験方法(案)を準用して行った 8)。クリ

ープ試験供試体を図－3に示す。供試体は，一辺

が 100mm の正方形断面で長さが 320mm の角柱

とし，断面の中心に PC 鋼棒を貫通させるための

孔(φ36mm)をあけた。荷重は，孔に貫通させた

PC 鋼棒(φ32mm)により載荷し，載荷荷重は約

450kN とした。この載荷荷重は，供試体に発生

する圧縮応力度が載荷時の圧縮強度(150MPa)の

1/3 になるように決定した。載荷は，蒸気養生終

了後の材齢 3 日から行った。載荷荷重の管理は

PC 鋼棒に貼付したひずみゲージにより行い，ひ

ずみゲージの値が初期値に対し±2%以内となる

よう定期的に緊張した。供試体のひずみはコン

タクトゲージにより測定した。 

2.4 乾燥収縮試験 

 乾燥収縮試験は，JIS A 1129 に準拠して行った。

供試体は，クリープ試験と同様とし，供試体断

面の中心部には直径 36mm の孔をあけた。これ

は，供試体の乾燥状態をクリープ試験と同一に

するためである。乾燥収縮ひずみは蒸気養生終

了後の材齢 3 日より測定を開始した。 

2.5 促進中性化試験 

 促進中性化試験は，JIS A 1153 に準拠して行っ

た。供試体は，一辺が 100mm の正方形断面で，

長さが 400mm の角柱とし，蒸気養生終了後，温

度 20℃，相対湿度 60%の恒温恒湿室に 4 週間静

置した後に中性化を促進させた。促進中性化の

条件は，温度 20℃，相対湿度 60%，CO2濃度 5%

とした。 

2.6 凍結融解試験 

 凍結融解試験は，JIS A 1148 に準拠した。供試

体は一辺が 100mm の正方形断面で長さが

400mm の角柱とし，蒸気養生終了後，4 週間 20℃

の水中で養生した後に凍結融解試験を行った。 
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図－2 養生方法 

 
表－3 強度試験方法 

試験項目 試験方法 
①圧縮強度 JIS A 1108 に準拠，供試体：φ10×20cm，

材齢：3 日(蒸気養生直後)，28 日 
②ヤング係数 JIS A 1149 に準拠，圧縮強度試験時に測定

③引張強度 JIS A 1113 に準拠，供試体：φ10×20cm，

材齢 3 日(蒸気養生直後) 
④曲げ強度 JIS A 1106 に準拠，供試体：10×10×

40cm，材齢 3 日(蒸気養生直後) 

 

支圧板 ナットPC鋼棒(φ32mm)

孔(φ36mm)

320 320 320 100

10
0

供試体

 

図－3 クリープ試験供試体 

 

試験条件は水中凍結水中融解の A 法とした。所

定のサイクルになった段階で，供試体の相対動

弾性係数と質量減少量を測定した。 

2.7 塩分拡散係数 

 見掛けの塩分拡散係数は，JSCE-G572-2003：

浸漬によるコンクリート中の塩化物イオンの見

掛けの拡散係数試験方法(案)に準拠して求めた。

供試体は直径 100mm，高さ 200mm の円柱とし，

供試体の上下 25mm を切断し，試験面以外をエ

ポキシ樹脂でコーティングした後に 10%の塩化

ナトリウム水溶液に 13 ヶ月浸漬した。13 ヶ月後

のモルタル中の塩化物イオン濃度を蛍光 X 線分

析装置(XRF)により測定し，塩化物イオンの見掛

けの拡散係数を求めた。 
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3. 試験結果 

3.1 圧縮強度およびヤング係数 

 セメント水比 C/W と圧縮強度との関係を図－

4に示す。C/W と圧縮強度との関係は圧縮強度が

150MPa を超えても直線関係であり，強度の頭打

ち現象は認められない。また，最もデータ数が

多い C/W が 5.88 の場合，材齢 3 の圧縮強度(平

均値)，標準偏差および変動係数はそれぞれ，

152MPa，4.9MPa および 3.2%であり，材齢 28 日

の圧縮強度(平均値)，標準偏差および変動係数は

それぞれ，157MPa，6.5MPa および 4.1%であっ

た。粗骨材を使用していないため，圧縮強度の

ばらつきは比較的小さいと考えられる。この結

果より高強度繊維補強モルタルは配合強度で

150MPa 程度まで，設計基準強度で 120～125MPa

まで可能と考えられる。なお，この設計基準強

度は圧縮強度が設計基準強度を下回る確率を

5%とし，圧縮強度の変動係数を 10%と安全側に

仮定した場合の値である。 

 材齢 3 日(蒸気養生直後)のヤング係数の測定

結果を表－4に示す。高強度繊維補強モルタルの

ヤング係数は鋼繊維補強材混入率の影響はほと

んど受けず，おおむね 38GPa 程度となっている。 

3.2 割裂引張強度 

 鋼繊維補強材(以降，SF)の混入率と割裂引張強

度との関係を図－5に示す。ここでの引張強度は

水セメント比が 17%，蒸気養生直後(材齢 3 日)

で圧縮強度が 150MPa 程度の場合のものである。

本モルタルの引張強度はSF混入率の影響をほと

んど受けず，8MPa 程度となっている。 

3.3 曲げ強度 

 SF の混入率と曲げ強度との関係を図－6 に示

す。ここでの曲げ強度は，曲げ強度試験におい

て荷重が最大になった時点のものであり，供試

体にひび割れが発生した時点のものではない。

この図からわかるとおり，SF の混入率が大きく

なるほど，曲げ強度は直線的に大きくなってい

る。しかしながら，本モルタルは鉄筋を配置す

ることを前提としており，SF の混入は収縮ひび

割れの防止と高強度材料特有の脆性的な破壊を 

σ3 = 13.794(C/W) + 71.094

σ28 = 15.491(C/W) + 65.499

90

110

130

150

170

190

4.0 4.5 5.0 5.5 6.0 6.5

C/W

圧
縮

強
度

σ
(M

P
a)

σ3

σ28

 
図－4 セメント水比 C/W と圧縮強度との関係 

表－4 ヤング係数の測定結果 

配合
W/C 
(%) 

SF 混入率 
(vol.%) 

圧縮強度 
σ3(MPa) 

ヤング係数
E3(GPa) 

№1 17 0.0 161 37.3 
№2 17 1.0 152 37.8 
№3 17 2.0 153 37.6 

 

y = 0.2088x + 8.4279
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図－5 SF 混入率と引張強度との関係 
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図－6 SF 混入率と曲げ強度との関係 

 

防止するためであり，必要以上に曲げ強度を大

きくする必要はないと考えられる。なお，本モ

ルタルに関する既往の研究により，SF の混入率

が 0.5vol%であれば部材の破壊形態が脆性的に
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ならないことが確認されている 7)。 

3.4 クリープ・乾燥収縮 

 クリープ試験および乾燥収縮試験の結果をそ

れぞれ，図－7および図－8に示す。これらの試

験結果は，水セメント比が 17%，SF 混入率が

0vol.%，0.5vol.%および 1.0vol.%のものである。

比較のため通常の PC 構造物に使用される普通

コンクリート(W/C35%)の試験結果も示した 9),10)。

高強度繊維補強モルタルのクリープ係数は，荷

重載荷から 1 年程度で 0.75 程度であり，普通コ

ンクリートに比べ小さいことがわかる。一方，

蒸気養生後の乾燥収縮ひずみは，400μ程度であ

り，普通コンクリートと同程度となっている。

また，クリープ係数および乾燥収縮ともに，SF

混入率による差はほとんど認められず，SF 混入

率はクリープおよび乾燥収縮特性にほとんど影

響しないことがわかる。 

3.5 中性化 

 促進中性化試験の結果を図－9 および写真－1

に示す。高強度繊維補強モルタルは，促進中性

化試験を 6 ヶ月実施しても中性化深さは 0mm で

あり，中性化に対し，十分な耐久性を有してい

ると考えられる。 

3.6 凍結融解 

 凍結融解試験後の相対動弾性係数を図－10 に

示す。一般に，普通コンクリートの凍結融解試

験では，300cyc で相対動弾性係数が 60%以上あ

ればよいとされているが，高強度繊維補強モル

タルは 480cyc でも相対動弾性係数はほとんど低

下していない。また，供試体にスケーリングや 
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図－9 促進中性化試験結果 

 
写真－1 フェノールフタレイン噴霧状況 
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図－10 相対動弾性係数験結果 
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図－7 クリープ試験結果           図－8 乾燥収縮試験結果 
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ひび割れは全く認められなかった。高強度繊維 

補強モルタルは，空気量が 2～3%と少ないが十

分な凍結融解抵抗性を有していると考えられる。 

3.7 塩分拡散係数 

 浸漬期間 13 ヶ月後における供試体内部の塩化

物イオン濃度の分布を図－11 に示す。塩化物イ

オン濃度は XRF により求めたものである。浸漬

した供試体は，水セメント比が 17%のもので，

分析の障害となるため SF は混入しなかった。 

図－11より，式(1)に準じて求めた見掛けの塩分

拡散係数を表－5 に示す 11)。算出した見掛けの塩

分拡散係数は 0.0217cm2/年となった。 

 試験で求めた見掛けの塩分拡散係数を使用し，

塩化物イオン濃度の経時変化を算出した結果を

図－12に示す。塩化物イオン濃度は，式(2)によ

り算出し，算出条件は，飛沫帯，かぶり 37mm，

とした 12)。比較のため通常の PC 構造物に使用さ

れる普通コンクリート(W/C=36%)の塩化物イオ

ン濃度の経時変化も示す 10)。普通コンクリート

の見掛けの塩分拡散係数(0.463cm2/年)はコンク

リート標準示方書に準拠し，式(3)により求めた。

図－12 より，通常のコンクリートでは 5 年程度

で発錆限界を超えているのに対し，高強度繊維

補強モルタルでは，100 年後においても鉄筋位置

の塩化物イオン濃度は，1.08kg/m3 であり，発錆

限界 1.2kg/m3 以下となっている。したがって，

高強度繊維補強モルタルは，通常のコンクリー

トに比べ塩害に対する耐久性が高く，かぶりが

37mm あれば，飛沫帯においても塩害に対して

100 年の耐久性を有すると考えられる。 
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   ここに，x：暴露面からの距離(cm)，t：浸

漬期間(年)，C(x,t)：距離 x(cm)，浸漬期間(年)

において測定された塩化物イオン濃度

(kg/m3)，Cao：浸漬試験によるコンクリー

ト表面の全塩化物イオン濃度(kg/m3)，Ci：

初期に含有されるコンクリート中の全塩

化物イオン濃度(kg/m3)，Dap：浸漬試験に 
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図－11 塩化物イオン濃度の分布 

 
表－5 見掛けの拡散係数(W/C=17%) 

表面の塩化物イオン濃度
Co(kg/m3) 

見掛けの拡散係数 
Dap(cm2/年) 

49.6 0.0217 
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図－12 塩化物イオン濃度の計算値 

 

   よる見掛けの拡散係数，erf：誤差関数 
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   ここに，Co：コンクリート表面における

塩化物イオン濃度(kg/m3)，c：かぶりの期

待値(mm)，t：耐用年数(年)，γcl：濃度の

ばらつきを考慮した安全係数(高流動 1.1

としてよい)，Dd：コンクリートの見掛け

の拡散係数(cm2/年) 

   ( ) ( ) 5.2/2.7/9.3log 2 −+−= CWCWDp   (3) 

   ここに，Dp：コンクリートの拡散係数の

予測値 
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4. まとめ 

 粗骨材を使用しない高強度繊維補強モルタル

の各種強度試験，クリープ・乾燥収縮試験およ

び各種耐久性試験を行った。その結果，高強度

繊維補強モルタルの設計基準強度は 120MPa 程

度まで可能であり，通常の PC 構造物に使用され

る普通コンクリート(W/C=36%程度)に比べ，耐

久性も高いことが確認された。各試験結果の要

点は以下のとおりである。 

(1) 高強度繊維補強モルタルの圧縮強度は

150MPa を超えても強度の頭打ち現象は認め

られず，設計基準強度は 120MPa 程度まで可

能と考えられる。 

(2) 引張強度は鋼繊維補強材の混入率によらず

8.0MPa 程度で一定であった。 

(3) 曲げ強度は鋼繊維補強材の混入率に比例し

て大きくなった。 

(4) 中性化および凍結融解に関しては，十分な耐

久性を有していることが確認された。 

(5) 蒸気養生後のクリープ係数は，1 年後で 0.75

程度であり，普通コンクリートより小さいこ

とが確認された。 

(6) 蒸気養生後の乾燥収縮ひずみは，1 年後で

400μ程度であり，普通コンクリートと同程

度であることが確認された。 

(7) 浸漬法により求めた見掛けの塩分拡散係数

は 0.0217cm2/年であり，この拡散係数により

かぶりの照査を行ったところ，かぶりが

37mm以上であれば飛沫帯においても塩害に

対して 100 年程度の耐久性を有する結果と

なった。 
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